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Ⅰ．産業財産権をめぐる動向 

１．国内外の出願・登録状況と審査・審判の現状 

（１）特許＜我が国における出願・審査請求等の推移＞               (p.1-13) 

 

【新旧審査請求制度の共存による請求のコブ】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の特許出願件数は 34.9 万件で前年比 10.8%減となっている。これは昨

今の景気後退の影響が現れていると考えられるが、量から質へ特許出願戦略を転

換する考え方が出願人に浸透しつつあることも背景にあると考えられる。 

○ 特許協力条約に基づく国際出願（PCT 出願）は 2.9 万件（前年比 4.5%増）と引

き続き増加傾向である。 

○ 審査請求件数は 25.4 万件で前年比 26.9%減であった。2008 年 9 月末で、審査

請求期間 7 年の全ての出願が審査請求期間満了を迎え、「請求のコブ」が終了

したため審査請求件数が減少した。また、昨今の景気後退の影響や出願人に審

査請求の厳選という考え方が浸透しつつあることも背景にあると考えられる。

○ 任期付審査官の採用や先行技術調査外注の拡大等の取組を行い、審査体制の強

化や審査の効率化を進めた結果、一次審査件数は前年比 5.5%増の 36.1 万件と

なり、一次審査件数が審査請求件数を上回った。 

○ 審査順番待ち期間については、今後、審査順番待ち件数の減少が進むにつれて、

徐々に減少に転じていくものと見込まれる。 

【特許出願件数の推移】 
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【審査順番待ち件数と審査順番待ち期間】 

【PCT 出願件数の推移】 
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【審査請求件数と一次審査件数の推移】 
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この間この間審査請求が重複することで、審査請求が重複することで、

審査請求件数が一時的に増大する。審査請求件数が一時的に増大する。
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（２）特許＜特許出願・登録動向の国際比較＞                      (p.14-30) 

 

 

 

 

 

○ 2009 年における世界の PCT 出願件数は 15.5 万件で、1978 年の制度発足以来、

初めて前年（16.3 万件）を下回った。これは、世界的な景気後退の影響、米

国からの PCT 出願件数の減少が主要因であると考えられる。 

○ PCT 出願件数を出願人の居住国別にみると、日本は 29,799 件（前年比 3.5%増）

で、2003 年以来米国に次ぐ 2 位を維持している。 

 

 

 【PCT 加盟国数及び PCT 出願件数の推移】 
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（２）特許＜特許出願・登録動向の国際比較＞                      (p.14-30) 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の五大特許庁（日米欧中韓）における特許出願件数の合計は、前年比

2.6%減の 141.6 万件であった。一方、中国においては、前年比 8.5%増の 31.5

万件であった。 

○ 2008 年の日本・欧州・中国・韓国から他庁への出願は、いずれも米国へのも

のが最も多い。 
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（３）意匠＜我が国における意匠登録出願と審査の現状＞              (p.36-39) 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の意匠登録出願件数は 3.1 万件で前年比 8.1%減となっている。これは、

景気後退に伴う製品開発数の減少、出願の厳選化等が要因として考えられる。

○ 部分意匠制度を利用する割合は年々増加しており、2009 年は出願件数全体の

28.1%であった。 

○ 意匠登録出願の審査順番待ち期間（FA 期間）は、前年から 0.3 月短縮され、

7.1 月であった。 
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（４）意匠＜主要国・機関における出願・登録動向＞                    (p.40-51) 

 

 

 

 

○ 中国は出願件数の増加が依然として著しく、2009 年は、前年比 12.3%増の 35.1

万件であった。 

○ 日米欧中韓における意匠登録の状況をみると、米国からは欧州での登録を、欧

州からは中国及び米国での登録を重視している傾向がうかがえる。 

 

 【日本人による外国への意匠登録出願件数】  【主要国・機関における意匠登録出願件数】  
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（５）商標＜我が国における商標登録出願の動向及び商標審査の現状＞  (p.52-53) 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の商標登録出願件数は 11.1 万件で前年比 7.0%減となっている。これは、

昨今の世界的な景気後退の影響が一要因と考えられるが、必要な商標を選別す

る傾向が強まったとも推察される。 

○ 2009 年の商標審査に関する審査順番待ち期間（FA 期間）は 6.2 月であり、出

願日から一次審査結果通知後に査定が発送されるまでの期間（SA 期間）は 14.3

月であった。 
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（６）商標＜主要国・機関における出願・登録動向＞                    (p.54-62) 

 

 

 

 

【日本人による外国への商標登録出願件数】  
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欧州は OHIM、EU 加盟国
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マルタ、ブルガリア、ル

ーマニアを除く。）及びス

イスの合計を示し、欧州

国籍は EU 加盟国及びス

イスの合計を示す。 
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（７）審判＜審判の現状＞                             (p.65-71) 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の特許の拒絶査定不服審判の請求件数は 2.4 万件で前年比 22%減となっ

ている。これは、2009 年 4 月以降、拒絶査定不服審判請求期間が 30 日以内か

ら 3 か月以内に拡大されたことや、景気後退が影響しているものと考えられ

る。 

○ 特許の拒絶査定不服審判において、請求不成立とした審決の割合(請求不成立

率)は、2009 年は 52%であった。 

 

 【拒絶査定不服審判請求件数の推移】  
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【拒絶査定不服審判事件における請求不成立率の推移（特許）】  
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２．我が国における知的財産活動の実態 

(１)企業等における知的財産活動                                       （p.72-89) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 内国人特許出願件数は、2005 年から漸減しており、2008 年から 2009 年にかけ

て 33.0 万件から 29.5 万件に減少した。外国人特許出願件数は、2007 年をピ

ークに減少に転じ、2008 年から 2009 年にかけて 6.1 万件から 5.3 万件に減少

した。 

○ 業種別に特許出願件数の動向をみると、減少幅の大きい主な業種は、電気機器

（11.4 千件、9.4%減）、輸送用機器（6.6 千件、21.6%減）、化学（2.6 千件、

10.3%減）、機械（2.0 千件、11.6%減）、繊維・ガラス・土石製品（0.9 千件、

13.9%減）であった。 

特許出願件数の推移
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(１)企業等における知的財産活動                                       （p.72-89) (１)企業等における知的財産活動                                       （p.72-89) 

  

  

  

  

  

  

○ 日本から外国への特許出願件数は漸増し、2008 年には 17.0 万件であった。日

米欧とも、日米欧中韓の特許庁に対する外国特許出願件数は増加する傾向であ

る。日本から外国への特許出願は米欧中韓に集中し、ブラジル、ロシア、イン

ドに対する特許出願件数は米国・欧州からの件数よりも少ない。 

○ 日本国出願人による 2008 年特許出願のグローバル出願率は 23.3%であった。

これに対し、米国出願人のグローバル出願率は 50.6%、欧州は 62.6%であった。

【日米欧における内外出願の状況】 【日米欧における内外出願の状況】 
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（備考）「三極内」には自国は含まない（例えば日本における「三極内から」からの出願は
「米国＋欧州」からの出願を意味する。）。また、「欧州から」の件数は、各年末時点のEPC
加盟国の出願人による出願件数を示し、「欧州へ」の件数は、欧州特許庁分のみを計上してお
り、各EPC加盟国への出願は含まれていない。

WIPO statistics database から特許庁作成。（資料）
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（備考） 「三極内」には自国は含まない（例えば日本における「三極内から」の出願は 

    「米国＋欧州」からの出願を意味する。）。また、「欧州から」の件数は、各年末 

     時点の EPC 加盟国の居住者による出願件数を示し、「欧州へ」の件数は、欧州 

     特許庁分のみを計上しており、各 EPC 加盟国への出願は含まれていない。 

  

  

  

  

【ブラジル、ロシア、インドにおける非居住者による特許出願の各国内訳】 【ブラジル、ロシア、インドにおける非居住者による特許出願の各国内訳】 

   （ブラジル、2006 年）       （ロシア、2008 年）      （インド、2008 年）    （ブラジル、2006 年）       （ロシア、2008 年）      （インド、2008 年） 
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(１)企業等における知的財産活動                                       （p.72-89) 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年度の知的財産活動調査の結果によると、業種別 1 者当たりの知的財産

担当者数は、電気機械製造業が 17.8 人と最も多く、全体平均 5.2 人を大きく

上回った。産業財産権の出願件数が多い業種においては、知的財産担当者数も

多い傾向にある。 

○ 2008 年度における特許権利用率（利用件数／所有件数）は 51.5％であり、2007

年度から引き続き 5 割を超えた。 

 

【業種別の知的財産担当者数及び出願件数（1 者当たりの平均）】 
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【国内における特許権所有件数及びその利用率の推移（全体推計値）】 
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(２)大学における知的財産活動                                   (p.90-94) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の大学及び承認 TLO からの特許出願件数は 7.2 千件である。2002 年に

は 2 千件弱であったが、2005 年にかけて急増し、その後は横ばいで推移してい

る。 

○ 大学及び承認 TLO における特許権の実施件数は、2003 年度から 2008 年度の間

で 28.7 倍に増加しており、実施料収入は、同期間で 1.8 倍に増加した。 

○ 2009 年の大学部門 PCT 出願上位 50（速報値）中に、我が国の大学は 7 大学が

ランクインしている。米国大学が上位 20 大学のうち 18 大学を占めているなか、

7 位の東京大学は米国大学以外で最高位に位置しているなど、国際的な権利取

得を積極的に行っている大学が出てきている。 

 

 

【我が国の大学等における特許実施件数】 【我が国の大学・承認 TLO からの特許出願件数】
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【2009 年大学部門 PCT 出願上位 50 中に

 入った我が国の大学及び海外主要大学】

 【我が国の大学等における特許実施料収入】 
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（百万円）

 順位 大学名 出願件数 

1 UNIVERSITY OF CALIFORNIA 321 

2 MIT（Massachusetts Institute of Technology） 145 

3 UNIVERSITY OF TEXAS SYSTEM 126 

：  
800

 

7 国立大学法人 東京大学 94 

600 23 国立大学法人 京都大学 45 

31 国立大学法人 東北大学 39 

34 国立大学法人 大阪大学 38 

40 慶應義塾大学 34 

46 国立大学法人 北海道大学 30 

49 国立大学法人 東京工業大学 29 

 

（年度）  
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３．各分野における知的財産活動の現状 

（１）特許＜三極コア出願・重点８分野の日米欧比較＞              (p.95-101) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2007 年に日米欧中韓でなされた重点 8 分野に関する特許出願のうち公開又は

公表された件数は、ライフサイエンス、フロンティア以外の 6 分野において日

本国籍の割合が欧米国籍の割合を上回っている。 

○ 2005 年（優先権主張年）における出願人国籍別の三極コア出願*件数を技術分

野別にみると、「電気機械、電気装置、電気エネルギー」、「音響・映像機器」、

「運輸」、「光学機器」、「繊維、製紙」の分野で、日本国籍の三極コア出願件数

が欧米国籍の三極コア出願件数を大きく上回っている。反対に「医療機器」、

「製薬」、「有機化学、農薬」の分野では、欧米国籍の三極コア出願件数が日本

国籍の三極コア出願件数を大きく上回っている。 
*
日米欧いずれかの国になされた特許出願であって、その出願を優先権の基礎にして他の二極の両方へ出願がなさ

れたもの 
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【日米欧中韓における重点 8分野の出願公開又は公表件数の日米欧比較（公報発行年 2007 年）】

 

【日米欧の技術分野別三極コア出願件数（優先権主張年 2005 年）】 
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（２）意匠・商標＜分野別の出願・登録状況＞          （p.128-138）        

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年の意匠登録出願件数を分野別に見ると、前年と比較して衣服及び身の

回り品（B グループ）、生活用品（C グループ）、その他の基礎製品（M グルー

プ）を除く全ての分野で出願件数が減少している。中でも出願件数の最も多

くを占める電気電子機械器具及び通信機械器具（H グループ）の出願件数の減

少が顕著で、前年比 18.9%減となっている。 

○ 日米欧中韓への商標登録出願全体について、分野別の出願状況を見ると、全

体的に 2004 年から 2006 年までは全ての分野で増加傾向にあったが、2007 年

に繊維、食品の分野で減少し、2008 年は全分野で減少した。 

 【我が国の物品分野別の意匠出願状況】  
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【日米欧中韓への分野別の商標登録出願状況】  
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Ⅱ．知的財産活動に対する政府の取組 

１．特許における取組 

（１）先行技術文献調査外注の拡大・必要な審査官の確保など      (p.149-151) 

 

 

 

 
 

 

 

○ 我が国では先行技術調査の民間外注を積極的に進めており、2009 年度の先行

技術文献調査の外注件数は前年度比 3.6%増加し 23.3 万件となっている。 

○ ペーパーレスシステムの構築、先行技術調査の民間外注等により、USPTO と比

較して約 2.5 倍、EPO との比較では約 4.5 倍の審査を行っている。 

○ 2004 年度から 2008 年度までの 5 年間で約 500 名の任期付審査官を確保するな

ど、審査官の大幅な増員を実現した。 

 【検索外注件数の推移】
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【一審査官当たりの審査処理件数】  
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【特許審査官の増員状況】  

（年度） 2006 2007 2008 2009 2010 

通常審査官 1174（+12） 1175（+1） 1190（+15） 1202（+12） 1213（+11）

任期付審査官 294（+98） 392（+98） 490（+98） 490 490 

合計 1468（+110） 1567（+99） 1680（+113） 1692（+12） 1703（+11）
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（２）出願人のニーズに応じた特許審査の実現に向けた取組       （p.160-163） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

○ 早期審査制度の対象の拡大や利便性の向上により、その利用数は年々増加傾向

である。早期審査制度を利用した出願の審査順番待ち期間は、早期審査の申請

から約 1.8 月である。 
○ 2009 年 11 月からは、環境関連技術に関する出願（グリーン関連出願）を新た

に早期審査の対象に加え、試行を開始した。 
○ 2008 年 10 月から試行を開始したスーパー早期審査は、2009 年 10 月から対象

に国内移行した特許協力条約に基づく国際出願（DO 出願）を加え、対象を拡

大して試行を継続している。 
○ 早期審査制度を利用した出願の特許査定率は、全出願の特許査定率と比べて

10%以上高い値を推移している。これは、早期審査制度を利用する出願は発明

の実施を前提としているもの等であることや、申請に際して先行技術調査が要

件の一つとされていること等により出願が厳選された結果と考えられる。
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【早期審査の申請件数の推移】 

【早期審査対象出願の特許査定率】 
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（３）特許審査に関する国際協力の推進                            (p.164-173) 

 

 

 

 

 

 

○ 特許審査ハイウェイは、第一庁で特許可能と判断された出願について、出願

人の申出により、第二庁において簡易な手続で早期審査が受けられるように

するものである。2010 年 4 月末現在、日米間、日韓間、日英間、日独間、日

デンマーク間、日フィンランド間、日露間、日オーストリア間、日シンガポ

ール間、日ハンガリー間、日カナダ間及び日欧間で、特許審査ハイウェイを

本格実施若しくは試行している。 
○ 日本との間で特に利用されている米国及び韓国との特許審査ハイウェイの利

用件数は、2010 年 3 月末までの累計で、日本から米国への申請が 2,040 件、

米国から日本への申請が 777 件、日本から韓国への申請が 371 件、韓国から

日本への申請が 93 件である。

【日本と他国の間の特許審査ハイウェイのネットワーク】 
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２．意匠における取組                                    (p.176-181) 
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○ 模倣品対策に対応した早期審査については、2009 年は 13 件の申請があり、申

請から一次審査結果の通知を発送するまでの期間は平均 0.9 月であった。その

他の早期審査については、107 件の申請があり、早期審査の申請から一次審査

結果の通知を発送するまでの期間は平均 2.0 月であった。 

○ 意匠審査全体の判断プロセス並びに先行意匠調査の方法等を明らかにした「審

査の進め方」を作成し、意匠審査基準に追加した。 

 

【「模倣品対策に対応した早期審査制度」の概要】
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【早期審査の申出件数・早期審査選定されたものの審査期間の推移】  
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３．商標における取組                                    (p.182-186) 

９ 

 

 

 

 

 

 

○ 2009 年度の早期審査の申出件数は、早期審査の対象を、出願人又はライセン

シーが、出願商標を既に使用している商品・役務又は使用の準備を相当程度進

めている商品・役務のみを指定している出願まで拡大した結果、1,216 件とな

り、前年比 188％増加した。また、申請から最初の審査結果の通知が発送され

るまでの期間は 1.4 月であった。 

○ 地域団体商標の出願件数は、2010 年 3 月末時点で 933 件である。また、2010

年 3 月末までに、449 件について登録すべき旨の査定を通知している。 

 
【早期審査の申出件数・審査期間の推移】  
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【地域団体商標 MAP（平成 22 年 3 月 31 日までに登録査定された 449 件）】 
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鹿児島鹿児島

宮崎宮崎

熊本熊本

佐賀佐賀
福岡福岡

大分大分

沖縄沖縄

香川香川

徳島徳島
愛媛愛媛 高知高知

山口山口 広島広島

鳥取鳥取島根島根

岡山岡山

滋賀滋賀

大阪大阪

京都京都兵庫兵庫

愛知愛知

福井福井

奈良奈良

神奈川神奈川

和歌山和歌山

北海道北海道

石川石川

三重三重

岐阜岐阜

富山富山

新潟新潟

長野長野

静岡静岡

山梨山梨

群馬群馬 栃木栃木

埼玉埼玉

東京東京

茨城茨城

千葉千葉

福島福島

山形山形
宮城宮城

岩手岩手

青森青森

秋田秋田

長崎長崎

鹿児島鹿児島

宮崎宮崎

熊本熊本

佐賀佐賀
福岡福岡

大分大分

沖縄沖縄

香川香川

徳島徳島
愛媛愛媛 高知高知

山口山口 広島広島

鳥取鳥取島根島根

岡山岡山

滋賀滋賀

大阪大阪

京都京都兵庫兵庫

愛知愛知

福井福井

奈良奈良

神奈川神奈川

和歌山和歌山

北海道北海道

石川石川

三重三重

岐阜岐阜

富山富山

新潟新潟

長野長野

静岡静岡

山梨山梨

群馬群馬 栃木栃木

埼玉埼玉

東京東京

茨城茨城

千葉千葉

福島福島

山形山形
宮城宮城

岩手岩手

青森青森

秋田秋田

長崎長崎

九州
【福岡県】
博多人形 博多織 小石原焼 合馬たけのこ
上野焼 八女提灯 八女茶 福岡の八女茶
八女福島仏壇 博多なす 久留米かすり
久留米絣 原鶴温泉

【佐賀県】
神埼そうめん 佐賀のり 伊万里梨
佐賀産和牛 小城羊羹 うれしの茶 唐津焼

【長崎県】
長崎カステラ 五島うどん 五島手延うどん
九十九島かき

【熊本】
球磨焼酎 黒川温泉 阿蘇たかな漬
熊本名産からし蓮根 天草黒牛 小国杉
くまもと畳表

【大分県】
関あじ 関さば 大分麦焼酎 大分むぎ焼酎
豊後別府湾ちりめん 豊後牛 日田梨

【宮崎県】
宮崎牛 宮崎ハーブ牛 宮崎の本格焼酎
北浦灘アジ 宮崎地頭鶏

【鹿児島県】
かごしま知覧茶 知覧茶 本場奄美大島紬
本場大島紬 薩摩焼 川辺仏壇 知覧紅
かけろまきび酢 鹿児島黒牛 奄美黒糖焼酎
桜島小みかん

沖縄
【沖縄県】
石垣の塩 沖縄そば
首里織 琉球びんがた

琉球泡盛 本場久米島紬
沖縄黒糖 八重山かまぼこ
石垣牛 壺屋焼 宮古上布
琉球かすり 琉球絣
沖縄赤瓦 読谷山花織

中国
【鳥取県】
三朝温泉 東伯和牛 東伯牛
因州和紙

【島根県】
石州瓦 しまね和牛 玉造温泉

十六島紫菜

【岡山県】
岡山白桃 千屋牛 湯郷温泉
湯原温泉 備前焼

【広島県】
福山琴 広島みかん 広島はっさく
広島の酒 府中家具 広島かき
高根みかん 広島レモン 広島針
びんご畳表 三次ピオーネ

【山口県】
下関うに 北浦うに 長門ゆずきち
厚保くり 下関ふく 長門湯本温泉

東海
【岐阜県】
岐阜提灯 飛騨一位一刀彫 下呂温泉 飛騨牛乳 山岡細寒天 美濃焼
飛騨ヨーグルト 飛騨高原牛乳 飛騨春慶 飛騨アイスクリーム 飛騨牛
郡上鮎 飛騨のさるぼぼ みずなみ焼 飛騨の家具 飛騨・高山の家具
美濃白川茶 関の刃物 飛騨の酒 長良川温泉 美濃和紙 飛騨ほうれんそう
飛騨トマト 東濃桧

【静岡県】
駿河湾桜えび 由比桜えび 焼津鰹節 丹那牛乳 三ヶ日みかん 川根茶
静岡茶 駿河漆器 沼津ひもの 掛川茶 伊東温泉 伊豆長岡温泉

【愛知県】

三州瓦 常滑焼 有松鳴海絞 三河木綿 豊橋筆 名古屋仏壇 一色産うなぎ
蒲郡みかん 三河仏壇 西尾の抹茶 祖父江ぎんなん 尾張七宝

【三重県】
松阪牛 松阪肉 大内山牛乳 伊勢茶 伊勢たくあん 伊勢ひじき 伊賀くみひも
伊勢うどん みえ豚 伊勢赤どり 四日市萬古焼 伊勢型紙

四国
【徳島県】
渭東ねぎ なると金時 徳島唐木仏壇
鳴門らっきょ 阿波しじら織 阿波山田錦

【香川県】
庵治石 ひけた鰤

【高知県】
土佐打刃物 四万十川の青のり
四万十川の青さのり 徳谷トマト

【愛媛県】
真穴みかん 西宇和みかん 菊間瓦
西条の七草 今治タオル 道後温泉
宇和島じゃこ天 戸島ぶり

北陸
【富山県】
入善ジャンボ西瓜 黒部米 高岡仏具
高岡銅器 加積りんご
富山名産昆布巻かまぼこ

【石川県】
金沢仏壇 七尾仏壇 加賀みそ 山代温泉
和倉温泉 大野醤油 加賀友禅 山中温泉
粟津温泉 美川仏壇 片山津温泉
牛首紬金沢箔 九谷焼 輪島塗 中島菜
能州紬 田鶴浜建具 加賀蒔絵 小松瓦
加賀野菜 加賀太きゅうり 加賀れんこん
能登牛 能登大納言

【福井県】
越前漆器 越前竹人形 越前瓦 若狭かれい
若狭塗箸 越前がに 若狭ぐじ 若狭ふぐ
越前打刃物 越前織 越前和紙

北海道
【北海道】
十勝川西長いも 鵡川ししゃも 豊浦いちご
はぼまい昆布しょうゆ 大正メークイン
大正長いも 大正だいこん 苫小牧産ほっき貝
幌加内そば 虎杖浜たらこ ほべつメロン
十勝川温泉

東北
【青森県】
たっこにんにく 嶽きみ 大間まぐろ

【秋田県】
秋田由利牛 比内地鶏 秋田諸越 白神山うど
川連漆器

【山形県】
平田赤ねぎ 刈屋梨 米沢織 米沢牛
山形佛壇 山形おきたま産デラウエア

【岩手県】
いわて牛 いわて短角和牛 南部鉄器
江刺りんご 真崎わかめ

【宮城県】
仙台味噌 仙台みそ 仙台牛 仙台黒毛和牛

【福島県】
土湯温泉 南郷トマト 会津みそ 大堀相馬焼

近畿
【滋賀県】
雄琴温泉 近江牛 琵琶湖産鮎 信楽焼 近江の麻 近江ちぢみ

【京都府】
京あられ 京おかき 京仏壇 京人形 間人ガニ 舞鶴かまぼこ 京石工芸品 鴨川納涼床 京つけもの 京漬物
京都名産すぐき 京都名産千枚漬 北山丸太 京雛 京印章 京仏具 京くみひも 京黒紋付染 京房ひも 京甲冑
京仕立 京表具 京小紋 京友禅 西陣爪掻本綴織 西陣御召 西陣金襴 京鹿の子絞 京扇子 京うちわ 京味噌

京念珠 宇治茶 京飴 京せんべい 京都肉 京石塔 京都米 京の伝統野菜 京とうふ 京たんご梨 京菓子 誂京染
湯の花温泉 京焼・清水焼 京たたみ 北山杉 京の色紙短冊和本帖 京竹工芸 京漆器 京象嵌 京陶人形
万願寺甘とう 京和装小物 京七宝 京染 丹後とり貝

【大阪府】
大阪欄間 和泉木綿 泉州タオル 泉州水なす 大阪泉州桐箪笥 大阪仏壇 堺刃物 堺打刃物

【兵庫県】
豊岡鞄 灘の酒 淡路瓦 豊岡杞柳細工 城崎温泉 龍野淡口醤油 明石鯛 加西ゴールデンベリーA 播州毛鉤
三田牛 三田肉 須磨海苔 神戸ビーフ 神戸肉 神戸牛 播州そろばん 但馬牛 但馬ビーフ 淡路ビーフ 有馬温泉
播州織 三木金物 東条産山田錦

【奈良県】
高山茶筌 吉野材 吉野本葛 吉野葛 大和肉鶏 吉野杉 吉野桧 吉野割箸 吉野杉箸 平群の小菊

【和歌山県】
紀州うすい しもつみかん 有田みかん 和歌山ラーメン 紀州備長炭 紀州箪笥 紀州みなべの南高梅
すさみケンケン鰹 紀州梅干 南紀白浜温泉

関東・甲信越
【茨城県】 【栃木県】
本場結城紬 笠間焼 本場結城紬 塩原温泉 鬼怒川温泉 川治温泉

【群馬県】
高崎だるま 上州牛 伊香保温泉 草津温泉 十石みそ 桐生織 群馬の地酒
嬬恋高原キャベツ

【埼玉県】
岩槻人形 草加せんべい 武州正藍染 西川材

【千葉県】
房州びわ 八街産落花生 市川のなし 市川の梨 富里スイカ 矢切ねぎ
小湊温泉

【東京都】
稲城の梨 江戸甘味噌 江戸押絵羽子板 江戸甲冑 江戸衣裳着人形
江戸指物 江戸木目込人形 江戸木版画 江戸切子 江戸からかみ 東京銀器
東京染小紋 江戸更紗 東京無地染 江戸小紋

【神奈川県】
小田原蒲鉾 小田原かまぼこ 松輪サバ 湯河原温泉 足柄茶 横濱中華街
小田原ひもの 鎌倉彫

【新潟県】
小千谷縮 小千谷紬 新潟清酒 安田瓦 新潟茶豆 越後上布 加茂桐箪笥
村上木彫堆朱

【山梨県】
やはたいも 甲州手彫印章 南部の木

【長野県】
市田柿 信州鎌 蓼科温泉 飯山仏壇 木曽漆器 佐久鯉

海外
【イタリア国】
PROSCIUTTO DI PARMA

【カナダ国】
カナダポーク
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．企業・大学等への支援施策 

                         (p.200-220) 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域経済の担い手として大きな役割を果たす中小企業や、新規産業の創出が期

待されるベンチャー企業等に対して、先行技術調査の支援や特許の外国出願助

成、セミナー・説明会の実施など様々な施策を通じて総合的に支援している。

○ 複数の大学や研究機関が連携して取り組んでいる研究開発コンソーシアム等

のプロジェクトを対象に、プロジェクトにおける特許出願戦略や特許活用戦略

等の知的財産戦略の策定を支援することを目的として、知財プロデューサーを

リーダーとする知的財産の専門家チームを派遣する事業を2008年度から開始

した。試行として、2009年度は3つの研究開発コンソーシアムに派遣をした。

【中小企業等に対する総合的な支援の概要】 

知財意識
アイデア

研究開発

知財での保護・権利化

・特許、実用新案、意匠、商標

製品化

◆個別無料相談会
◆知財駆け込み寺
◆経済産業局等特許室
◆外国産業財産権制度に関する相談
◆知的財産制度説明会

（初心者向け・実務者向け・法改正）
◆中小・ベンチャー企業向けセミナー
◆産業財産権専門官

人材育成・相談

◆審査請求料繰延制度
◆審査請求料・特許料の軽減措置
◆審査請求料返還制度
◆早期審査・審理
◆巡回審査（出張面接審査）
◆地方面接審理・巡回審判
◆テレビ面接審査

審査請求・審査・審判・登録

中
小
企
業
の

知
財
活
動

事
業
化

◆特許電子図書館（IPDL）
◆特許情報活用支援アドバイザー
◆出願アドバイザー
◆共同利用パソコンの設置
◆特許出願技術動向調査
◆中小企業等特許先行技術調査の支援
◆特許外国出願助成

出願・審査請求前

◆特許流通アドバイザー
◆特許流通データベース
◆特許ビジネス市
◆特許流通講座
◆開放特許活用例集
◆地域中小企業

知的財産戦略支援事業
◆産業財産権活用企業事例集

活用支援

 

 

 

 

【知財プロデューサーの派遣事業】 

研究開発共同体

知財カウンセラー

研究資金
提供機関

派遣

他省庁

弁護士・弁理士等

“知財プロデューサー”の派遣（大学や研究開発共同体等）

知財プロデューサーを大学や研究開発共同体に派遣して、革新的な研究成果について、
知財の視点から出口・活用を見据えた戦略の策定支援を行う。

革新的な研究成果について
戦略的な知財活動を支援

知財専門家チーム

知財プロデューサー

各種助成

知財プロデューサーによる支援例

知財情報を活用したプロジェクト

のテーマ決定

プロジェクトの企画段階で、

知財情報を活用してテーマ決定

を支援

知財情報を活用した個別研究に

おける研究テーマの選定

事業化や出口イメージを把握

知財ポートフォーリオの構築

知財管理･活用の方針確認

プロジェクト終期において、

プロジェクト終了後の知財管理・

活用の方針を確認
他の専門家との連携例

・知財情報の収集･整理

・強い権利取得の支援

・企業ニーズの提供

他省庁･機関との連携例

・研究成果情報の共有

・早期派遣の実施

・知財活動費の支援

研究資金

知財プロデューサーによる支援例

知財情報を活用した研究テーマ

の選定

特許マップ等の分析を通じ、

研究テーマの選定･見直しを

支援

事業化や出口イメージを把握

企業ニーズや知財情報をもとに

出口や事業化のイメージを把握

知財ポートフォーリオの構築

革新的な重要技術を中心に

事業化に必要な強い特許の束

（知財ポートフォーリオ）を構築

大学等

革新的な
研究成果
革新的な
研究成果

革新的な
研究成果
革新的な
研究成果

派遣
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．国際的な動向と取組 

(p.252-313) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｖ 

○ 制度面の調和に向けた取組として、出願人の手続負担を軽減すべく、各国間に

おける出願様式の共通化、優先権書類の電子的交換の拡大等の施策を行ってい

る。一方、実体面での調和を目指す実体特許法条約については、先進国と途上

国の対立により WIPO における議論が停滞する中、先進国を中心として検討が

進められている。 

○ 三極特許庁会合及び三極専門家会合において、サーチ・審査結果の相互利用等

による審査協力、出願人の手続負担軽減のための取組、制度・運用の調和に向

けた取組及び情報システムの発展に関する取組等を進めている。 

○ アジア諸国を中心に EPA や FTA の締結を積極的に推進している中で、知的財産

分野については EPA の範囲に含めて交渉を行っている。2009 年度には、日・

スイス EPA 及び日・ベトナム EPA が発効した。 

○ 中国との二国間での取組として、2009 年に、「省庁横断的な知的財産に関する

テーマを議論する日中知的財産権ワーキング・グループ設置の覚書（知財 WG

設置覚書）」、「商標・模倣品の取締り･不正競争の防止等に関する協力を強化す

るための覚書（商標等の協力覚書）」、「特許権・実用新案権・意匠権に関する

協力を強化するための覚書（特許庁間協力覚書）」及び「知財人材の育成に関

する協力覚書（人材育成協力覚書）」を締結した。 

○ 企業活動に悪影響をもたらす模倣品問題の対策は急務であり、次の取組を進め

ている。 

・二国間会合の場や多国間協議の場を通じた、知財保護強化の要請、及び、途

上国における取締強化に向けた支援。 

・業種横断的な産業界の連携を推進し、我が国政府と一体となって模倣品対策

を強化。 

・「模倣被害調査報告書」の作成等の模倣品対策に必要な情報の収集・提供。 

・模倣品に関する個別の相談に対応、及び、模倣品対策に必要な情報の提供。

・国内取締機関との連携の強化。 

・「模倣品・海賊版撲滅キャンペーン」の実施による啓発活動。 


